
平成2７年度決算の概況

水道は、都市の基幹施設であることから、安全で良質な水を安定して供給するとともに、災害時における安定供給の確保に向けて取り組んできました。
水需要については人口が年々増加しており、家事用等の使用では微増傾向にありますが、大口の使用では産業構造の変化により減少傾向にあるため、
水需要全体で見るとほぼ横ばいで推移しています。また、「川崎市水道事業中期計画」に基づき、浄水場の統廃合を含めた再構築事業、基幹施設の更
新、東日本大震災を踏まえた耐震化や老朽化した管路の維持管理などに取り組んできました。 
一方、財政面では、行財政改革などによる経費節減を推進したことから、当年度純利益を計上しました。また、再構築事業に関する事業進捗の影響な
どにより、単年度資金不足額が生じたため、累積資金を活用することで対応しました。 

老朽化した水道管の耐震化や更新

再構築計画に基づく浄水場等の再構築

水道管布設替工事 長沢浄水場の再構築

財務課[水道財務]　　  044-200-3106　　　044-200-0376

支出：147.2億円

約３９．９億円

約４３．６億円

収入：70.1億円

企業債
60.1 億円

補助金等 10.0 億円

建設改良費に関
する収入と支出

の差額
77.1 億円

※減価償却費等で
　まかなっています。

その他 0.5 億円

建設改良費
116.0 億円

企業債償還金
30.7 億円

水道事業の運営に関する収入と支出 水道施設の建設改良等に関する収入と支出

お客さまから
の水道料金
242.3 億円

水道利用加入金
19.6 億円

その他
54.4 億円

収入：316.3 億円

維持管理費
142.3 億円

受水費
88.2 億円

減価償却費等
60.7 億円

支出：302.6 億円

借入金の利息の支払い等
11.4 億円

当年度純利益
13.7 億円

下水道は、市民の快適な生活環境の実現と公共用水域の水質保全及び雨水排除等のために欠くことのできない都市の基幹施設であり、「川崎市下水
道事業中期計画」に基づき、東日本大震災や近年の気候変動に起因する局地的な集中豪雨を踏まえた地震・津波対策や浸水・ゲリラ豪雨対策、さらに
は、老朽化対策、高度処理、合流改善、地球温暖化対策など、下水道が抱える課題を解決するための様々な取組を確実に進めてきました。 
一方、財政面では、下水道経営の健全化を図るため、事業運営の効率化に努めてきたことなどにより、当年度純利益を計上することができましたが、過
去の建設投資の影響により、未だ企業債残高は高い水準にあり、依然として厳しい財政状況にあります。 

建設改良費に関する
収入と支出の差額
185.5億円

お客さまからの
下水道使用料
222.3億円

雨水処理などに係る
一般会計負担金
117.3億円

その他
94.4億円

維持管理費
105.9億円

借入金の利息の
支払い等
70.1億円

減価償却費等
239.9億円

企業債
329.5億円

一般会計出資金36.8億円

国庫補助金51.8億円

その他54.5億円

その他27.5億円

建設改良費
184.2億円

企業債償還金
446.4億円

管きょや水処理センター・ポンプ場の地震対策、老朽化対策及び高度
処理施設の整備　約１１０．２ 億円

大師河原貯留管の整備など、合流改善や浸水対策　約 ３７．６ 億円  

財務課[下水道財務]　　  044-200-2887　　　044-200-0376

収入：434.0 億円 支出：415.9 億円 収入：472.6 億円 支出：658.1 億円

減価償却費等でま
かなっています。

管きょの更生による重要な管きょの耐震化 大師河原貯留管
当年度純利益
18.1億円

下水道事業の運営に関する収入と支出 下水道施設の建設改良等に関する収入と支出 

※

建設改良費の主な使い道

建設改良費の主な使い道

上下水道局の
お財布事情を
ご紹介します！

水道事業上

下 下水道事業

＊汚水処理は下水道使用料で、雨水の排除は税金（一般会計繰入金）で負担する仕組みとなっています。 

かわさきの上下水道　No.26　平成 28 年 12 月2

上下水道局のウェブサイトで各区の応急給水拠点マップがご覧になれます。 川崎市上下水道局　応急給水拠点


